




























26 年 1 月 22 日の世界経済フォーラム年次会議における安倍内閣総理大臣の「さらなる法人税
改革に着手」する旨の発言を契機として、法人課税改革に関する活発な議論が行われてきた。
その結果、同年 6 月 5 日に与党税制協議会が「法人税改革に当たっての基本認識と論点」を取
りまとめ、これを受けて経済財政諮問会議において法人税改革に係わる方針についての最終調
整が行われ、同年 6 月 24 日の第 12 回同会議にて「経済財政運営と改革の基本方針 2014」（い
わゆる骨太の方針 2014）を決定し、同日に閣議決定され、法人実効税率を数年かけて 20% 台













が検討されることとなった。実際に、平成 16 年 4 月 1 日から始まる事業年度から外形標準課





































































収がピーク時の平成 3 年度（決算額）では約 6.5 兆円であったが、平成 11 年度に約 3.8 兆円、
平成 14 年度に 3.5 兆円と急激に落ち込んだ。このことを反映して、法人事業税収が都道府県
税収に占める割合も、平成元年度（決算額）には 43% であったが、平成 11 年度に 25.4%、平


















































れてきたが、景気低迷が続く近年はこの割合が約 7 割に増加してきている。例えば平成 24 年
度の法人数約 253 万社のうち連結子会社を除く約 252 万社の状況をみると、29.7% の約 75 万
社が黒字法人、残りの 70.3% の約 177 万社が「赤字法人」であり法人事業税を負担していない。
現行の外形標準課税は、資本金等の額が 1 億円超の法人にのみ導入されており、全法人 252 万













うとともに、この意味で税負担の公平化を図るものといえる。第 3 および第 4 は、求められる
経済構造改革に対応し、わが国の企業・産業の国際競争力の強化にもつながるもので、わが国
の長期的な税制改革のテーマとも整合性を持つものであろう。
　第 5 に、現行税率は、一部の特殊法人等を除き 3 段階の累進課税構造になっているが、外形
標準課税導入の際には、上述の応益性および課税ベースが拡大されること等を考慮すると比例
税とされるのが望ましい。また、外形標準化の際税収中立的に税率を定めるとすると、同税率












　さらに、上記の第 2 と第 4 そして第 5 の観点は、それぞれ具体的な法人実効税率の低下に繋















度には 5.3 兆円と持ち直し地方税収に占める割合も 29.0% まで上昇したが、税収が増加するこ
とに伴い大都市圏と地方圏との偏在は拡大する傾向にあった。このような状況下で、「税制の
抜本的な改革において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置」（地方法











10 月 1 日以後に開始する事業年度から適用されている。
　ここで、表 1 に示された人口 1 人あたりの地方税収額の指数をみてみよう。地方税収の全国
平均を 100 とした場合、平成 20 年度では最大の東京都が 176.4、最小の沖縄県が 58.4 であり、
最大値と最小値の倍率は 3.02 となっている。同様に平成 21 年度は、最大の東京都が 167.5、最
小の沖縄県が 62.7 であり、最大値と最小値の倍率は 2.67、さらに平成 22 年度は最大の東京都
が 165.6、最小の沖縄県が 64.8 となり、最大値と最小値の倍率は 2.55 となっており、東京都の
税収の指数は下落し、沖縄県の税収の指数は上昇していることが読み取れる。また、人口 1 人
あたりの地方税収の変動係数も 0.29 から 0.20 そして 0.19 と小さくなっており、偏在性の程度
は緩和されている。









　さて、平成 26 年度の税制改正において地方法人特別税の規模を 3 分の 1 縮小することとな
平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度
最大 / 最小 3.02 2.67 2.55
変動係数 0.29 0.20 0.19
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図 3　国と地方の税源配分（平成 24 年度決算）
　出所　地方財政制度研究会編（2014）より作成
　わが国の税財政制度の基本的な問題点は、実際の行政量に比較して地方（都道府県・市町
村）に配分された税源が少ないことにある。図 3 には、国と地方の税源配分（平成 24 年度決
算）が示されている。この図 3 に示されているように、国全体の税収 80.8 兆円の約 6 割の 47
兆円を国税が占め、残りの約 4 割の 33.8 兆円が都道府県と市町村の税収となる配分となってい
る。ところが、実際の行政量の指標であるそれぞれの歳出額をみると、国と地方を合わせた国
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Reform of Corporate Business Tax and 
Decentralization
　 This paper analysis reform of corporate business tax to 
contribute to decentralization.
　 The results of analysis show that the corporate tax should get 
the function of the horizontal financial adjustment between local 
governments.
　 The proposal of this paper contributes to both of promotion 
of decentralization and the revenue distribution between local 
governments.
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